
第１４号議案 

   足立区事務手数料条例の一部を改正する条例 

 上記の議案を提出する。 

  平成１９年２月２０日 

            提出者 足立区長  鈴 木 恒 年 

 

   足立区事務手数料条例の一部を改正する条例 

 足立区事務手数料条例（昭和３３年足立区条例第１号）の一部を次の

ように改正する。 

 別表９の項の次に次の２項を加える。 

９の２ 建築

基準法第６

条第４項の

規定に基づ

く建築物に

関する確認

の申請に係

る審査のう

ち、同条第 

５項に規定

する構造計

算適合性判

定に係る審

査 

 

構造計

算適合

性判定

手数料 

構造計算適合性判定を要する１の

建築物の床面積が 

（１） １，０００平方メートル

以内のもの 

 ア 構造計算が建築基準法第２

０条第２号イに規定するプロ

グラム又は同条第３号イに規

定するプログラム（以下これ

らを「大臣認定プログラム」

という。）により行われたもの

 イ 構造計算が大臣認定プログ

ラム以外の方法により行われ

たもの 

（２） １，０００平方メートル

を超え、２，０００平方メ

ートル以内のもの 

 ア 構造計算が大臣認定プログ

ラムにより行われたもの 

 イ 構造計算が大臣認定プログ

ラム以外の方法により行われ

たもの 

（３） ２，０００平方メートル

を超え、１万平方メートル

以内のもの 

 ア 構造計算が大臣認定プログ

ラムにより行われたもの 

 

 

 

 

 

１１万１，０００円 

 

 

 

 

 

１５万９，０００円 

 

 

 

 

 

１３万７，０００円 

 

２１万２，０００円 

 

 

 

 

 

     １５万円 

確認申

請のと

き 



   イ 構造計算が大臣認定プログ

ラム以外の方法により行われ

たもの 

（４） １万平方メートルを超え、

５万平方メートル以内のも

の 

 ア 構造計算が大臣認定プログ

ラムにより行われたもの 

 イ 構造計算が大臣認定プログ

ラム以外の方法により行われ

たもの 

（５） ５万平方メートルを超え

るもの 

 ア 構造計算が大臣認定プログ

ラムにより行われたもの 

 イ 構造計算が大臣認定プログ

ラム以外の方法により行われ

たもの 

２４万３，０００円 

 

 

 

 

 

     １９万円 

 

３２万２，０００円 

 

 

 

 

３２万２，０００円 

 

     ５９万円 

 

９の３ 建築

基準法第１

８条第３項

に規定する

国、都道府 

県又は建築

主事を置く

市町村の建

築物に関す

る通知に係

る審査のう

ち、同条第 

４項に規定

する構造計

算適合性判

定に係る審

査 

 

 

構造計

算適合

性判定

手数料 

構造計算適合性判定を要する１の

建築物の床面積が 

（１） １，０００平方メートル

以内のもの 

 ア 構造計算が大臣認定プログ

ラムにより行われたもの 

 イ 構造計算が大臣認定プログ

ラム以外の方法により行われ

たもの 

（２） １，０００平方メートル

を超え、２，０００平方メ

ートル以内のもの 

 ア 構造計算が大臣認定プログ

ラムにより行われたもの 

 イ 構造計算が大臣認定プログ

ラム以外の方法により行われ

たもの 

（３） ２，０００平方メートル

を超え、１万平方メートル

以内のもの 

 ア 構造計算が大臣認定プログ

ラムにより行われたもの 

 イ 構造計算が大臣認定プログ

ラム以外の方法により行われ

たもの 

 

 

 

 

１１万１，０００円 

 

１５万９，０００円 

 

 

 

 

 

１３万７，０００円 

 

２１万２，０００円 

 

 

 

 

 

     １５万円 

 

２４万３，０００円 

 

 

通知の

とき 



  
（４） １万平方メートルを超え、

５万平方メートル以内のも

の 

 ア 構造計算が大臣認定プログ

ラムにより行われたもの 

 イ 構造計算が大臣認定プログ

ラム以外の方法により行われ

たもの 

（５） ５万平方メートルを超え

るもの 

 ア 構造計算が大臣認定プログ

ラムにより行われたもの 

 イ 構造計算が大臣認定プログ

ラム以外の方法により行われ

たもの 

 

 

 

     １９万円 

 

３２万２，０００円 

 

 

 

 

３２万２，０００円 

 

     ５９万円 

 

 別表６０の項中「第６３条第３項第５号イ若しくは同項第７号イ又は 

第３１条の２第２項第１３号ハ若しくは第６２条の３第４項第１４号ハ」 

を「第３１条の２第２項第１４号ハ、第６２条の３第４項第１４号ハ、

第６３条第３項第５号イ若しくは同項第７号イ又は第６８条の６９第３

項第５号イ若しくは同項第７号イ」に改め、同表６１の項中「第６３条

第３項第６号若しくは同項第７号ロ又は第３１条の２第２項第１４号ニ

若しくは第６２条の３第４項第１５号ニ」を「第３１条の２第２項第１

５号ニ、第６２条の３第４項第１５号ニ、第６３条第３項第６号若しく 

は同項第７号ロ又は第６８条の６９第３項第６号若しくは同項第７号ロ」 

に改める。 

 別表中６３の項を削り、６４の項を６３の項とし、６５の項から７１

の項までを１項ずつ繰り上げ、同表７２の項中「第１２条第１項」を「第

１３条第１項」に改め、同項を同表７１の項とし、同表７３の項を同表

７２の項とし、同表７４の項中「１万６，０００円」を「１万８，３０

０円」に、「８，０００円」を「８，９００円」に、「４，７００円」

を「５，６００円」に、「２，３００円」を「２，７００円」に改め、

同項を同表７３の項とし、同表７５の項中「９，６００円」を「１万１，

５００円」に、「４，８００円」を「５，７００円」に改め、同項を同



表７４の項とし、同表７６の項中「１万４，０００円」を「１万６，８

００円」に、「７，０００円」を「８，４００円」に、「４，６００円」

を「５，５００円」に、「２，３００円」を「２，７００円」に改め、

同項を同表７５の項とし、同表７７の項中「１万４，０００円」を「１

万６，８００円」に、「７，０００円」を「８，４００円」に改め、同

項を同表７６の項とし、同表７８の項中「１万４，０００円」を「１万

６，８００円」に、「７，０００円」を「８，４００円」に改め、同項

を同表７７の項とし、同表７９の項中「２万１，０００円」を「２万５，

２００円」に、「１万５００円」を「１万２，６００円」に改め、同項

を同表７８の項とし、同表８０の項中「２万１，０００円」を「２万５，

２００円」に、「１万５００円」を「１万２，６００円」に改め、同項

を同表７９の項とし、同表８１の項中「２万１，０００円」を「２万５，

２００円」に、「１万５００円」を「１万２，６００円」に改め、同項

を同表８０の項とし、同表８２の項中「９，６００円」を「１万１，５

００円」に、「４，８００円」を「５，７００円」に改め、同項を同表

８１の項とし、同表８３の項中「９，６００円」を「１万１，５００円」

に、「４，８００円」を「５，７００円」に改め、同項を同表８２の項

とし、同表８４の項中「２万１，０００円」を「２万５，２００円」に、

「１万５００円」を「１万２，６００円」に改め、同項を同表８３の項

とし、同表８５の項中「９，６００円」を「１万１，５００円」に、「４，

８００円」を「５，７００円」に改め、同項を同表８４の項とし、同表

８６の項中「２万１，０００円」を「２万５，２００円」に、「１万５

００円」を「１万２，６００円」に改め、同項を同表８５の項とし、同

表８７の項中「９，６００円」を「１万１，５００円」に、「４，８０

０円」を「５，７００円」に改め、同項を同表８６の項とし、同表８８

の項中「２万１，０００円」を「２万５，２００円」に、「１万５００

円」を「１万２，６００円」に改め、同項を同表８７の項とし、同表８

９の項中「１万６，０００円」を「１万９，２００円」に、「８，００

０円」を「９，６００円」に改め、同項を同表８８の項とし、同表９０



の項中「２万１，０００円」を「２万５，２００円」に、「１万５００

円」を「１万２，６００円」に改め、同項を同表８９の項とし、同表９

１の項中「２万１，０００円」を「２万５，２００円」に、「１万５０

０円」を「１万２，６００円」に改め、同項を同表９０の項とし、同表

９２の項中「２万１，０００円」を「２万５，２００円」に、「１万５

００円」を「１万２，６００円」に改め、同項を同表９１の項とし、同

表９３の項中「１万４，０００円」を「１万６，８００円」に、「７，

０００円」を「８，４００円」に改め、同項を同表９２の項とし、同表

９４の項中「２万１，０００円」を「２万５，２００円」に、「１万５

００円」を「１万２，６００円」に改め、同項を同表９３の項とし、同

表９５の項中「１万４，０００円」を「１万５，８００円」に、「７，

０００円」を「８，２００円」に改め、同項を同表９４の項とし、同表

９６の項中「２万１，０００円」を「２万５，２００円」に、「１万５

００円」を「１万２，６００円」に改め、同項を同表９５の項とし、同

表９７の項中「２万１，０００円」を「２万５，２００円」に、「１万

５００円」を「１万２，６００円」に改め、同項を同表９６の項とし、

同表９８の項中「１万６，０００円」を「１万９，２００円」に、「８，

０００円」を「９，６００円」に改め、同項を同表９７の項とし、同表

９９の項中「１万６，０００円」を「１万９，２００円」に、「８，０

００円」を「９，６００円」に改め、同項を同表９８の項とし、同表１

００の項中「１万６，０００円」を「１万９，２００円」に、「８，０

００円」を「９，６００円」に改め、同項を同表９９の項とし、同表１

０１の項中「１万６，０００円」を「１万９，２００円」に、「８，０

００円」を「９，６００円」に改め、同項を同表１００の項とし、同表

１０２の項中「１万４，０００円」を「１万６，８００円」に、「７，

０００円」を「８，４００円」に改め、同項を同表１０１の項とし、同

表１０３の項中「１万４，０００円」を「１万６，８００円」に、「７，

０００円」を「８，４００円」に改め、同項を同表１０２の項とし、同

表１０４の項中「１万４，０００円」を「１万６，８００円」に、「７，



０００円」を「８，４００円」に改め、同項を同表１０３の項とし、同

表１０５の項中「２万１，０００円」を「２万５，２００円」に、「１

万５００円」を「１万２，６００円」に改め、同項を同表１０４の項と

し、同表１０６の項中「２万１，０００円」を「２万５，２００円」に、

「１万５００円」を「１万２，６００円」に改め、同項を同表１０５の

項とし、同表１０７の項中「２万１，０００円」を「２万５，２００円」

に、「１万５００円」を「１万２，６００円」に改め、同項を同表１０

６の項とし、同表１０８の項中「１，７００円」を「１，８００円」に

改め、同項を同表１０７の項とし、同表１０９の項中「９００円」を「１，

１００円」に改め、同項を同表１０８の項とし、同表１１０の項中「１

万２，３００円」を「１万３，２００円」に、「６，１００円」を「７，

８００円」に改め、同項を同表１０９の項とし、同表１１１の項中「１

万９，０００円」を「２万２，５００円」に改め、同項を同表１１０の

項とし、同表１１２の項中「１万円」を「１万２，０００円」に改め、

同項を同表１１１の項とし、同表１１３の項中「５円」を「６円」に改

め、同項を同表１１２の項とし、同表１１４の項中「５，５００円」を

「６，２００円」に改め、同項を同表１１３の項とし、同表１１５の項

中「２，３００円」を「２，７００円」に改め、同項を同表１１４の項

とし、同表中１１６の項を１１５の項とし、１１７の項から１５２の項

までを１項ずつ繰り上げ、同表１５３の項中「臨床検査技師、衛生検査

技師等に関する法律」を「臨床検査技師等に関する法律」に改め、同項

を同表１５２の項とし、同表１５４の項中「臨床検査技師、衛生検査技

師等に関する法律施行規則」を「臨床検査技師等に関する法律施行規則」

に改め、同項を同表１５３の項とし、同表１５５の項中「臨床検査技師、

衛生検査技師等に関する法律施行規則」を「臨床検査技師等に関する法

律施行規則」に改め、同項を同表１５４の項とし、同表１５６の項中「臨

床検査技師、衛生検査技師等に関する法律」を「臨床検査技師等に関す

る法律」に改め、同項を同表１５５の項とし、同表中１５７の項を１５

６の項とし、１５８の項から１６０の項までを１項ずつ繰り上げる。 



   付 則 

 この条例は、平成１９年４月１日から施行する。ただし、別表６０の

項及び同表６１の項の改正規定、別表中６３の項を削り、６４の項を６

３の項とし、６５の項から７１の項までを１項ずつ繰り上げる改正規定

並びに別表７２の項中「第１２条第１項」を「第１３条第１項」に改め、

同項を同表７１の項とし、同表７３の項を同表７２の項とする改正規定

は公布の日から、別表９の項の次に２項を加える改正規定は平成１９年

６月１日から施行する。 

 

 （提案理由） 

 事務手数料を新設及び変更するとともに、規定を整備する必要がある

ので、この条例案を提出いたします。 


